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２０２５年

１月～３月期の動向１

　※ ＤＩ（景気判断指数）とは、業況・売上高・採算・仕入

単価・従業員・資金繰りの項目についての判断の状況を表す。

ゼロを基準としてプラスの値で景気の上向き傾向を表す回答の

割合が多いことを示し、マイナスの値で景気の下向き傾向を表

す回答の割合が多いことを示します。つまり、売上高などの実

数値の上昇率を示すものではなく、強気・弱気などの景気感の

相対的な広がりを意味する。

【全体ＤＩ】

業況

サービス ▲ 30.0 ▲ 20.0

運輸・自動車 ▲ 10.0 0.0

観光・飲食 30.0 40.0

建設 ▲ 40.0 ▲ 70.0

工業 ▲ 10.0 0.0

商業 ▲ 30.0 0.0

全業種平均 ▲ 15.0 ▲ 8.3
(※前回調査　🔺 8.3） (※前回調査　🔺15.0）

今期
2025年1月～3月

先行き
2025年4月～6月

【売上高ＤＩ】

売上高

サービス ▲ 30.0 ▲ 30.0

運輸・自動車 ▲ 40.0 ▲ 10.0

観光・飲食 40.0 40.0

建設 ▲ 30.0 ▲ 50.0

工業 0.0 10.0

商業 ▲ 40.0 0.0

全業種平均 ▲ 16.7 ▲ 6.7

(※前回調査　15) (※前回調査　🔺 11.7）

【採算ＤＩ】

採算

サービス ▲ 30.0 ▲ 10.0

運輸・自動車 ▲ 50.0 ▲ 30.0

観光・飲食 ▲ 10.0 10.0

建設 ▲ 40.0 ▲ 50.0

工業 ▲ 20.0 ▲ 10.0

商業 ▲ 60.0 ▲ 40.0

全業種平均 ▲ 35.0 ▲ 21.7

(※前回調査　🔺 10.0） (※前回調査　▲20.0)

【仕入ＤＩ】

仕入

サービス ▲ 50.0 ▲ 40.0

運輸・自動車 ▲ 90.0 ▲ 60.0

観光・飲食 ▲ 80.0 ▲ 70.0

建設 ▲ 50.0 ▲ 70.0

工業 ▲ 80.0 ▲ 60.0

商業 ▲ 60.0 ▲ 40.0

全業種平均 ▲ 68.3 ▲ 56.7

(※前回調査　🔺 61.7） (※前回調査　🔺55.0）

先行き
2025年4月～6月

今期
2025年1月～3月

今期
2025年1月～3月

先行き
2025年4月～6月

今期
2025年1月～3月

先行き
2025年4月～6月

【販売単価ＤＩ】

販売単価

サービス 20.0 0.0

運輸・自動車 30.0 10.0

観光・飲食 20.0 10.0

建設 ▲ 10.0 ▲ 20.0

工業 30.0 10.0

商業 0.0 10.0

全業種平均 15.0 3.3

(※前回調査　25.0) (※前回調査　13.3)

【従業員ＤＩ】

従業員

サービス 10.0 10.0

運輸・自動車 20.0 20.0

観光・飲食 40.0 40.0

建設 20.0 30.0

工業 50.0 30.0

商業 40.0 10.0

全業種平均 30.0 23.3

(※前回調査　30.0) (※前回調査　30.0)

【資金繰りＤＩ】

資金繰り

サービス 0.0 0.0

運輸・自動車 ▲ 20.0 ▲ 20.0

観光・飲食 ▲ 10.0 0.0

建設 ▲ 30.0 ▲ 20.0

工業 ▲ 20.0 ▲ 10.0

商業 ▲ 20.0 ▲ 20.0

全業種平均 ▲ 16.7 ▲ 11.7

(※前回調査　▲15.0) (※前回調査　🔺 8.3）

今期
2025年1月～3月

先行き
2025年4月～6月

先行き
2025年4月～6月

今期
2025年1月～3月

先行き
2025年4月～6月

今期
2025年1月～3月
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⑱円安進行による影響

⑰燃料費等経費の増大

⑯金利負担の増大

⑮既存借入返済難

⑭設備過剰

⑬設備不足

⑫流通経費の増大

⑪人件費の高騰

⑩求人難

⑨輸出の不振

⑧売上期間の長期化

⑦売上代金回収難

⑥原材料（取扱商品）価格高騰

⑤原材料（取扱商品）仕入難

④在庫過剰

③価格転嫁困難

②売上・受注不振

①売上価格・受注単価安
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⑫健康経営

⑪給与賃金の増額

⑩DX化の推進

⑨ネット販売

⑧機械設備の導入

⑦事業所等の閉鎖・縮小

⑥事業所の新設・改装

⑤事業・業種転換

④BCP(事業継続計画)の策定

③新分野への進出

②海外販路開拓

①国内販路開拓

調査結果

　【２】では、対象企業６０社のうち３１社が「燃料費等経費の増大」、２９社が「原材料(取扱商品)価格高騰、２７社が

「人件費の高騰」による影響を受けていると回答がありました。現在またはこれから実施する予定の取り組み【３】

については、「新分野への進出」と「給与賃金の増額」を挙げた企業が１１社ありました。特に運輸業では、「人手不

足」や「燃料費の高騰」に苦慮しているとの声が寄せられました。

　２０２５年１月から３月期の動向を示す【１】を総合的に見ると、建設業やサービス業・商業では業績の落ち込みが

見られましたが、飲食業に関しては景気回復の兆しがうかがえました。一方で、調査企業から寄せられた景況感で

は、飲食業「仕入金額の高騰により値上げすると客足が遠のいてしまう」、建設業「ガソリン代の値上げとETC割引

も無くなり大変である」、「建築材料が半年ごとに上昇するため困っている」「住宅販売数が減少しており影響が出

ている」、商業「学生数の減少により売上が減少している」といった懸念の声が挙がりました。

　全体的に、仕入れ価格や経費の上昇傾向は続いており、特に、商業・運輸自動車・建設・サービス業を中心に厳

しい採算状況が続いています。しかし、価格単価DIを見ると販売価格が上昇していることから価格転嫁が進んでい

るものの、売上増加に繋がらないという結果でした。商業からは「定価は決まっているが仕入れ値が上昇している」

との声もありました。

　現在や今後行う取り組みとして「国内販路開拓」が９社、「新分野への進出」が１１社あるなど前向きな行動傾向

がみられましたが、建設業やサービス業では、今後の経営環境の悪化を予測する企業が多い結果となりました。

現在の経営上の問題点について

(複数回答有)
２

現在または今後実施予定の取り組みについて（複数回答有）３

　現在または今後実施予定の取り組みとして、「③新分野への進出」と「⑪給与賃金の増額」が18.3％を占めています。

次いで「①国内販路開拓」が15％となっています。その他の意見として「AIの活用」も挙がりました。

「⑰燃料費等経費の増大」と回答した企業が

51.7％、「⑥原材料(取扱商品)価格高騰」と回

答した企業が48.3％で、調査企業の半数以上

が価格高騰による影響を受けていることが分

かりました｡その他の意見として「人材育成」を

課題に挙げている企業もありました。


